東京都精神障害者福祉ホームＢ型設置運営要綱
平成１７年１１月１日
１７福保障精第６７２号
（趣旨）
第１　東京都精神障害者福祉ホームＢ型運営費等補助金交付要綱に基づく補助金の交付の対象となる精神障害者福祉ホームＢ型の設置及び運営に関し、必要な事項を定める。
（基本方針等）
第２　施設の設置運営に係わる基本方針等については、東京都精神障害者社会復帰施設設置運営基準（以下「運営基準」という。）第１章総則を準用する。
（設置目的）
第３　精神障害者福祉ホームＢ型（以下「福祉ホームＢ型」という。）は、症状が相当程度改善している精神障害者の社会復帰及び家庭復帰の援助をするために、生活の場を与えるとともに、社会復帰のために必要な指導等を行うことにより、社会復帰と自立の促進を図ることを目的とする。
（運営主体）
第４　福祉ホームＢ型の運営主体は、区市町村、社会福祉法人、医療法人等（営利法人は除く。以下「運営主体」という。）とする。
　なお、地方公共団体が実施する場合は、営利を目的としない法人にその運営を委託できるものとする。
（利用対象者）
第５　福祉ホームＢ型の利用対象者は、都内に居住する者のうち、病状は安定していて必ずしも入院治療を必要としないが、意欲面の障害若しくは逸脱行為の症状を有する、又は高齢化による一定程度の介助を必要とする状態にある精神障害者で、一定程度の介助があれば日常生活を営むことができる者とする。
（利用定員）
第６　福祉ホームＢ型の定員は、おおむね２０人とする。
（利用期間）
第７　福祉ホームＢ型の利用期間は、概ね５年以内を原則とする。ただし、運営主体の長は顧問医の意見等を聴いた結果、利用期間の延長が真にやむを得ないものと認める場合には、利用期間を延長することができるものとする。
（構造設備）
第８　福祉ホームＢ型には、原則として次の構造及び設備を設けなければならない。ただし、利用者の状況により知事が必要と認めた場合は、この限りではない。
⑴　福祉ホームＢ型の建物面積は、利用者一人につき23.3平方メートル以上とすること。
⑵　福祉ホームＢ型には、次に掲げる設備が設けられていること。
ア　居室
イ　集会室兼娯楽室
ウ　調理室
エ　浴室
オ　洗面所
カ　便所
キ　管理人室
ク　相談・指導室

ケ　事務室
⑶　前記アの居室については、次の基準を満たすこと。
ア　独立した部屋で、１室の定員は原則１人とすること。ただし､長期療養の環境に配慮されていれば複数人の居室を設置することができる。
イ　居室は地階に設けてはならない。
ウ　利用者一人当たりの居室の床面積は収納設備及び調理設備等を除き８平方メートル以上とすること。
エ　居室の出入口のうち１以上は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面して設けること。
⑷　前記⑵のウの調理室については、居室に調理設備を設ける場合には、利用者が共同で使用する調理設備を設けないことができる。

（職員の配置基準）
第９　福祉ホームＢ型には、次の職員を配置するものとする。

なお、次の⑴から⑵までの職員は常勤でなければならない。
⑴　管理人　　　　　１名
⑵　精神障害者社会復帰指導員　３名以上
　（うち１名は精神保健福祉士とする。）
⑶　顧問医　　　　　１名以上

（職員の資格要件）
第10　管理人は、施設を適切に管理運営する能力がある者を充てるものとする。
2　 第９⑵から⑶までに定める職員の資格要件は、運営基準第23第２項から第４項の規定を準用する。
（職員の業務等）
第11　職員の業務等については、次のとおりとする。
⑴　管理人は、施設の管理業務のほか、必要に応じ指導員の職務を補助するものとする。
⑵　指導員は、利用者が疾病等により生活に困難を生じるおそれがある場合には、利用者本人の意向を尊重しつつ、医療機関と速やかに連絡をとるなど、利用者の生活に支障をきたさないよう適切な配慮を行うとともに、利用者に対し介助及び以下の指導等を行うものとする。
ア　生活技術（掃除、洗濯等）の習得のために必要な助言、指導及び介助

イ　対人関係についての助言、指導

ウ　通院等に対する助言、支援

エ　金銭の使途の指導

オ　余暇の活用の指導

カ　就労についての助言、指導

キ　その他独立自活を行うために必要な助言、指導及び介助
⑶　管理人又は指導員の中から施設の総括責任者を置くものとする。
（給食等）
第12　福祉ホームＢ型においては、原則として自炊によるものとするが、入居者の必要に応じて給食業務を行うことができるものとする。
    附  則（平成１７年１１月１日付１７福保障精第６７２号）
この要綱は、平成１７年１１月１日から適用する。
